
- 21 -

なお、介護福祉士については、各月の前月の末日時点で資格 を取得している者とすること。

を取得している者とすること。

② 前号ただし書の場合にあっては、届出を行った月以降におい ② 前号ただし書の場合にあっては、届出を行った月以降におい

ても、直近三月間の職員の割合につき、毎月継続的に所定の割 ても、直近三月間の職員の割合につき、毎月継続的に所定の割

合を維持しなければならない。なお、その割合については、毎 合を維持しなければならない。なお、その割合については、毎

月記録するものとし、所定の割合を下回った場合については、 月記録するものとし、所定の割合を下回った場合については、

直ちに訪問通所サービス通知第一の５の届出を提出しなければ 直ちに訪問通所サービス通知第一の５の届出を提出しなければ

ならない。 ならない。

③ 勤続年数とは、各月の前月の末日時点における勤続年数をい ③ 勤続年数とは、各月の前月の末日時点における勤続年数をい

うものとする。具体的には、平成二十一年四月における勤続年 うものとする。具体的には、平成二十一年四月における勤続年

数三年以上の者とは、平成二十一年三月三十一日時点で勤続年 数三年以上の者とは、平成二十一年三月三十一日時点で勤続年

数が三年以上である者をいう。 数が三年以上である者をいう。

④ 勤続年数の算定に当たっては、当該事業所における勤務年数 ④ 勤続年数の算定に当たっては、当該事業所における勤務年数

に加え、同一法人の経営する他の介護サービス事業所、病院、 に加え、同一法人の経営する他の介護サービス事業所、病院、

社会福祉施設等においてサービスを利用者に直接提供する職員 社会福祉施設等においてサービスを利用者に直接提供する職員

として勤務した年数を含めることができるものとする。 として勤務した年数を含めることができるものとする。

⑤ 指定短期入所生活介護を利用者に直接提供する職員とは、生 ⑤ 指定短期入所生活介護を利用者に直接提供する職員とは、生

活相談員、介護職員、看護職員及び機能訓練指導員として勤務 活相談員、介護職員、看護職員及び機能訓練指導員として勤務

を行う職員を指すものとする。 を行う職員を指すものとする。

⑥ 同一の事業所において指定介護予防短期入所生活介護を一体 ⑥ 同一の事業所において指定介護予防短期入所生活介護を一体

的に行っている場合においては、本加算の計算も一体的に行う 的に行っている場合においては、本加算の計算も一体的に行う

こととする。 こととする。

⒂ 介護職員処遇改善加算について

介護職員処遇改善加算は、平成二十三年度まで実施されていた

介護職員処遇改善交付金による賃金改善の効果を継続する観点か

ら、当該交付金を円滑に介護報酬に移行することを目的とし平成

二十六年度までの間に限り創設したものである。その内容につい

ては、別途通知（「介護職員処遇改善加算に関する基本的考え方

並びに事務処理手順及び様式例の提示について」）を参照するこ

と。

３ 短期入所療養介護費 ３ 短期入所療養介護費

⑴ 介護老人保健施設における短期入所療養介護 ⑴ 介護老人保健施設における短期入所療養介護

① 介護老人保健施設短期入所療養介護費を算定するための基準 ① 介護老人保健施設短期入所療養介護費を算定するための基準

について について

この場合の短期入所療養介護は、介護老人保健施設の空きベ この場合の短期入所療養介護は、介護老人保健施設の空きベ
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ッドを利用して行われるものであることから、所定単位数の算 ッドを利用して行われるものであることから、所定単位数の算

定（職員の配置数の算定）、定員超過利用・人員基準欠如（介 定（職員の配置数の算定）、定員超過利用・人員基準欠如（介

護支援専門員に係るものを除く。）・夜勤体制による所定単位数 護支援専門員に係るものを除く。）・夜勤体制による所定単位数

の減算及び認知症ケア加算については、介護老人保健施設の本 の減算及び認知症ケア加算については、介護老人保健施設の本

体部分と常に一体的な取扱いが行われるものであること。した 体部分と常に一体的な取扱いが行われるものであること。した

がって、認知症ケア加算については、６の⑼を、また、緊急時 がって、認知症ケア加算については、６の⑽を、また、緊急時

施設療養費については、６の(22)を準用すること。また、注12に 施設療養費については、６の(26)を準用すること。また、注14に

より、施設基準及び夜勤職員の基準を満たす旨の届出並びに認 より、施設基準及び夜勤職員の基準を満たす旨の届出並びに認

知症ケア加算の届出については、本体施設である介護老人保健 知症ケア加算の届出については、本体施設である介護老人保健

施設について行われていれば、短期入所療養介護については行 施設について行われていれば、短期入所療養介護については行

う必要がないこと。 う必要がないこと。

ただし、特定介護老人保健施設短期入所療養介護費を算定し ただし、特定介護老人保健施設短期入所療養介護費を算定し

た場合は、認知症ケア加算について算定できない。 た場合は、認知症ケア加算について算定できない。

② 介護老人保健施設短期入所療養介護費（Ⅰ）の介護老人保健

施設短期入所療養介護費（ⅱ）又は（ⅳ）を算定する介護老人

保健施設における短期入所療養介護について

イ 所定単位数の算定区分について

当該介護老人保健施設における短期入所療養介護について、

適用すべき所定単位数の算定区分については、月の末日にお

いて、それぞれの算定区分に係る施設基準を満たさない場合

は、当該施設基準を満たさなくなった月の翌々月に変更の届

出を行い、当該月から、介護老人保健施設短期入所療養介護

費（Ⅰ）の介護老人保健施設短期入所療養介護費（ⅰ）若し

くは（ⅲ）又はユニット型介護老人保健施設短期入所療養介

護費（Ⅰ）のユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護

費（ⅰ）若しくは（ⅲ）を算定することとなる。（ただし、

翌月の末日において当該施設基準を満たしている場合を除

く。）

ロ 当該介護老人保健施設における短期入所療養介護に係る施

設基準について

ａ 施設基準第十七号イ⑵㈠の基準における理学療法士、作

業療法士又は言語聴覚士（以下３において「理学療法士等」

という。）の適切な配置とは、理学療法士等と医師、看護

職員、支援相談員、栄養士、介護支援専門員等が協力して

在宅復帰に向けた施設サービス計画を策定できる体制を整
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備していることをいう。

ｂ 施設基準第十七号イ⑵㈡の基準における在宅とは、自宅

その他自宅に類する住まいである有料老人ホーム、認知症

高齢者グループホーム及びサービス付き高齢者向け住宅等

を含むものである。なお、当該施設から退所した入所者の

総数には、短期入所療養介護の利用者は含まない。

ｃ 施設基準第十七号イ⑵㈢の基準において、三十・四を当

該施設の入所者の平均在所日数で除して得た数については、

小数点第三位以下は切り上げることとし、短期入所療養介

護の利用者を含まないものとする。また、平均在所日数つ

いては 、直近三月間の数値を用いて、以下の式により計算

すること。

(a) （ⅰ）に掲げる数÷（ⅱ）に掲げる数

（ⅰ）当該施設における直近三月間の入所者延日数

（ⅱ）（当該施設における当該三月間の新規入所者数

＋当該施設における当該三月間の新規退所者数）÷

２

(b) (a)において入所者とは、毎日二十四時現在当該施設

に入所中の者をいい、当該施設に入所してその日のうち

に退所又は死亡した者を含むものである。

(c) (a)において新規入所者数とは、当該三月間に新たに

当該施設に入所した者（以下、「新規入所者」という。）

の数をいう。当該三月以前から当該施設に入所していた

者は、新規入所者数には算入しない。当該施設を退所後、

当該施設に再入所した者は、新規入所者として取り扱う。

(d) (a)において、新規退所者数とは、当該三月間に当該

施設から退所した者の数をいう。当該施設において死亡

した者及び医療機関へ退所した者は、新規退所者に含む

ものである。

ｄ 施設基準第十七号イ⑵㈣の基準における入所者の割合に

ついては、以下の(a)に掲げる数を(b)に掲げる数で除して

算出すること。

(a) 当該施設における直近三月間の入所者ごとの要介護四

若しくは要介護五に該当する入所者延日数、喀痰吸引を

必要とする入所者延日数又は経管栄養を必要とする入所



- 24 -

者延日数

(b) 当該施設における直近三月間の入所者延日数

ｅ 入所者が在宅へ退所するに当たっては、当該入所者及び

その家族に対して、退所後の居宅サービスその他の保健医

療サービス又は福祉サービスについて指導を行うこと。

ｆ 本人家族に対する指導の内容は次のようなものであるこ

と。

(a) 食事、入浴、健康管理等在宅療養に関する指導

(b) 退所する者の運動機能及び日常生活動作能力の維持及

び向上を目的として行う体位変換、起座又は離床訓練、

起立訓練、食事訓練、排泄訓練の指導

(c) 家屋の改善の指導

(d) 退所する者の介助方法に関する指導

ｇ 当該基本施設サービス費を算定した場合は、算定根拠等

の関係書類を整備しておくこと。

② 介護老人保健施設短期入所療養介護費（Ⅱ）若しくは介護老 ③ 介護老人保健施設短期入所療養介護費（Ⅱ）若しくは介護老

人保健施設短期入所療養介護費（Ⅲ）又はユニット型介護老人 人保健施設短期入所療養介護費（Ⅲ）又はユニット型介護老人

保健施設短期入所療養介護費（Ⅱ）若しくはユニット型介護老 保健施設短期入所療養介護費（Ⅱ）若しくはユニット型介護老

人保健施設短期入所療養介護費（Ⅲ）を算定する介護老人保健 人保健施設短期入所療養介護費（Ⅲ）を算定する介護老人保健

施設（以下この号において「介護療養型老人保健施設」という。） 施設（以下この号において「介護療養型老人保健施設」という。）

における短期入所療養介護について における短期入所療養介護について

イ 所定単位数の算定区分について イ 所定単位数の算定区分について

介護療養型老人保健施設における短期入所療養介護につい 介護療養型老人保健施設における短期入所療養介護につい

て、適用すべき所定単位数の算定区分については、それぞれ て、適用すべき所定単位数の算定区分については、それぞれ

の算定区分に係る施設基準を満たさない場合は、当該施設基 の算定区分に係る施設基準を満たさない場合は、当該施設基

準を満たさなくなった事実が発生した月の翌月に変更の届出 準を満たさなくなった事実が発生した月の翌月に変更の届出

を行い、当該月から、介護老人保健施設短期入所療養介護費 を行い、当該月から、介護老人保健施設短期入所療養介護費

（Ⅰ）又はユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費 （Ⅰ）の介護老人保健施設短期入所療養介護費（ⅰ）若しく

（Ⅰ）を算定することとなる。 は（ⅲ）又はユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護

費（Ⅰ）のユニット型介護老人保健施設短期入所療養介護費

（ⅰ）若しくは（ⅲ）を算定することとなる。

ロ 介護療養型老人保健施設における短期入所療養介護に係る ロ 介護療養型老人保健施設における短期入所療養介護に係る

施設基準及び夜勤職員基準について 施設基準及び夜勤職員基準について

ａ 一般病床、療養病床若しくは老人性認知症疾患療養病棟 ａ 一般病床、療養病床若しくは老人性認知症疾患療養病棟

を有する病院又は一般病床若しくは療養病床を有する診療 を有する病院又は一般病床若しくは療養病床を有する診療
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所の開設者が、当該病院の一般病床、療養病床若しくは老 所の開設者が、当該病院の一般病床、療養病床若しくは老

人性認知症疾患療養病棟又は当該診療所の一般病床若しく 人性認知症疾患療養病棟又は当該診療所の一般病床若しく

は療養病床を平成十八年七月一日から平成二十四年三月三 は療養病床を平成十八年七月一日から平成三十年三月三十

十一日までの間に転換を行って開設した介護老人保健施設 一日までの間に転換を行って開設した介護老人保健施設で

であること。 あること。

ｂ 施設基準第十二号イ⑵㈡の基準については、月の末日に ｂ 施設基準第十七号イ⑶㈡の基準については、月の末日に

おける該当者の割合によることとし、算定月の前三月にお おける該当者の割合によることとし、算定月の前三月にお

いて当該割合の平均値が当該基準に適合していること。ま いて当該割合の平均値が当該基準に適合していること。ま

た、当該基準において、「著しい精神症状、周辺症状若し た、当該基準において、「著しい精神症状、周辺症状若し

くは重篤な身体疾患が見られ専門医療を必要とする認知症 くは重篤な身体疾患が見られ専門医療を必要とする認知症

高齢者」とあるのは、日常生活自立度のランクＭに該当す 高齢者」とあるのは、日常生活自立度のランクＭに該当す

る者をいうものであること。 る者をいうものであること。

ｃ 施設基準第十七号イ⑷㈡の基準については、月の末日に

おける該当者の割合によることとし、算定月の前三月にお

いて当該割合の平均値が当該基準に適合していること。ま

た、当該基準において、「著しい精神症状、周辺症状若し

くは重篤な身体疾患が見られ専門医療を必要とする認知症

高齢者」とあるのは、日常生活自立度のランクⅣ又はＭに

該当する者をいうものであること。

ｃ 介護老人保健施設短期入所療養介護費（Ⅱ）又はユニッ ｄ 介護老人保健施設短期入所療養介護費（Ⅱ）又はユニッ

ト型介護老人保健施設短期入所療養介護費（Ⅱ）を算定す ト型介護老人保健施設短期入所療養介護費（Ⅱ）を算定す

る介護療養型老人保健施設における短期入所療養介護につ る介護療養型老人保健施設における短期入所療養介護につ

いては、夜勤を行う看護職員の数は、利用者及び当該介護 いては、夜勤を行う看護職員の数は、利用者及び当該介護

老人保健施設の入所者の合計数を四十一で除して得た数以 老人保健施設の入所者の合計数を四十一で除して得た数以

上とすること。 上とすること。

また、夜勤を行う看護職員は、一日平均夜勤看護職員数 また、夜勤を行う看護職員は、一日平均夜勤看護職員数

とすることとする。一日平均夜勤看護職員数は、暦月ごと とすることとする。一日平均夜勤看護職員数は、暦月ごと

に夜勤時間帯（午後十時から翌日の午前五時までの時間を に夜勤時間帯（午後十時から翌日の午前五時までの時間を

含めた連続する十六時間をいう。）における延夜勤時間数 含めた連続する十六時間をいう。）における延夜勤時間数

を、当該月の日数に十六を乗じて得た数で除することによ を、当該月の日数に十六を乗じて得た数で除することによ

って算定し、小数点第三位以下は切り捨てるものとする。 って算定し、小数点第三位以下は切り捨てるものとする。

なお、夜勤職員の減算方法については、１⑹②によるもの なお、夜勤職員の減算方法については、１⑹②によるもの

であるが、夜勤を行う看護職員に係る一日平均夜勤看護職 であるが、夜勤を行う看護職員に係る一日平均夜勤看護職

員数が以下のいずれかに該当する月においては、当該規定 員数が以下のいずれかに該当する月においては、当該規定

にかかわらず、利用者及び当該介護療養型老人保健施設の にかかわらず、利用者及び当該介護療養型老人保健施設の
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入所者の全員について、所定単位数が減算される。 入所者の全員について、所定単位数が減算される。

(a) 前月において一日平均夜勤看護職員数が、夜勤職員基 (a) 前月において一日平均夜勤看護職員数が、夜勤職員基

準により確保されるべき員数から一割を超えて不足して 準により確保されるべき員数から一割を超えて不足して

いたこと。 いたこと。

(b) 一日平均夜勤看護職員数が、夜勤職員基準により確保 (b) 一日平均夜勤看護職員数が、夜勤職員基準により確保

されるべき員数から一割の範囲内で不足している状況が されるべき員数から一割の範囲内で不足している状況が

過去三月間（暦月）継続していたこと。 過去三月間（暦月）継続していたこと。

ｄ 介護老人保健施設短期入所療養介護費（Ⅲ）又はユニッ ｅ 介護老人保健施設短期入所療養介護費（Ⅲ）又はユニッ

ト型介護老人保健施設短期入所療養介護費（Ⅲ）を算定す ト型介護老人保健施設短期入所療養介護費（Ⅲ）を算定す

る指定短期入所療養介護事業所については、当該事業所の る指定短期入所療養介護事業所については、当該事業所の

看護職員又は病院、診療所若しくは訪問看護ステーション 看護職員又は病院、診療所若しくは訪問看護ステーション

との連携により、夜間看護のオンコール体制を整備し、必 との連携により、夜間看護のオンコール体制を整備し、必

要な場合には当該事業所からの緊急の呼出に応じて出勤す 要な場合には当該事業所からの緊急の呼出に応じて出勤す

ること。なお、病院、診療所又は訪問看護ステーションと ること。なお、病院、診療所又は訪問看護ステーションと

連携する場合にあっては、連携する病院、診療所又は訪問 連携する場合にあっては、連携する病院、診療所又は訪問

看護ステーションをあらかじめ定めておくこととする。 看護ステーションをあらかじめ定めておくこととする。

ハ 特別療養費について ハ 特別療養費について

特別療養費は、利用者に対して、日常的に必要な医療行為 特別療養費は、利用者に対して、日常的に必要な医療行為

を行った場合等に算定できるものである。その内容について を行った場合等に算定できるものである。その内容について

は、別途通知するところによるものとする。 は、別途通知するところによるものとする。

ニ 療養体制維持特別加算について ニ 療養体制維持特別加算について

療養体制維持特別加算は、介護療養型老人保健施設の定員 療養体制維持特別加算は、介護療養型老人保健施設の定員

のうち、転換前に四：一の介護職員配置を施設基準上の要件 のうち、転換前に四：一の介護職員配置を施設基準上の要件

とする介護療養施設サービス費を算定する指定介護療養型医 とする介護療養施設サービス費を算定する指定介護療養型医

療施設又は医療保険の療養病棟入院基本料１の施設基準に適 療施設又は医療保険の療養病棟入院基本料１の施設基準に適

合しているものとして地方厚生局長等に届け出た病棟であっ 合しているものとして地方厚生局長等に届け出た病棟であっ

たもの（平成二十二年四月一日以前に転換した場合にあって たもの（平成二十二年四月一日以前に転換した場合にあって

は、医療保険の療養病棟入院基本料におけるいわゆる二十： は、医療保険の療養病棟入院基本料におけるいわゆる二十：

一配置病棟であったもの）の占める割合が二分の一以上であ 一配置病棟であったもの）の占める割合が二分の一以上であ

る場合に、転換前の療養体制を維持しつつ、質の高いケアを る場合に、転換前の療養体制を維持しつつ、質の高いケアを

提供するための介護職員の配置を評価することとする。 提供するための介護職員の配置を評価することとする。

なお、当該加算は平成二十四年三月三十一日までの間に限 なお、当該加算は平成三十年三月三十一日までの間に限り、

り、算定できるものとし、その後の加算の在り方については、 算定できるものとし、その後の加算の在り方については、当

当該介護療養型老人保健施設の介護ニーズや、当該加算の算 該介護療養型老人保健施設の介護ニーズや、当該加算の算定

定状況等の実態を把握し、検討を行うこととする。 状況等の実態を把握し、検討を行うこととする。
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⑵ 夜勤職員配置加算について ⑵ 夜勤職員配置加算について

夜勤を行う職員の数は、一日平均夜勤職員数とする。一日平均 夜勤を行う職員の数は、一日平均夜勤職員数とする。一日平均

夜勤職員数は、暦月ごとに夜勤時間帯（午後十時から翌日の午前 夜勤職員数は、暦月ごとに夜勤時間帯（午後十時から翌日の午前

五時までの時間を含めた連続する十六時間をいう。）における延 五時までの時間を含めた連続する十六時間をいう。）における延

夜勤時間数を、当該月の日数に十六を乗じて得た数で除すること 夜勤時間数を、当該月の日数に十六を乗じて得た数で除すること

によって算定し、小数点第三位以下は切り捨てるものとする。 によって算定し、小数点第三位以下は切り捨てるものとする。

⑶ リハビリテーション機能強化加算について ⑶ リハビリテーション機能強化加算について

① 介護老人保健施設における短期入所療養介護においてリハビ ① 介護老人保健施設における短期入所療養介護においてリハビ

リテーション機能強化加算を算定する場合は、実用的な日常生 リテーション機能強化加算を算定する場合は、実用的な日常生

活における諸活動の自立性の向上のために、利用者の状態像に 活における諸活動の自立性の向上のために、利用者の状態像に

応じ、利用者に必要な理学療法、作業療法又は言語聴覚療法を 応じ、利用者に必要な理学療法、作業療法又は言語聴覚療法を

適時適切に提供できる体制が整備されていること。 適時適切に提供できる体制が整備されていること。

② 理学療法又は作業療法については、実用歩行訓練・活動向上 ② 理学療法又は作業療法については、実用歩行訓練・活動向上

訓練・運動療法等を組み合わせて利用者の状態像に応じて行う 訓練・運動療法等を組み合わせて利用者の状態像に応じて行う

ことが必要であり、言語聴覚療法については、失語症、構音障 ことが必要であり、言語聴覚療法については、失語症、構音障

害、難聴に伴う聴覚・言語機能の障害又は人工内耳埋込術後等 害、難聴に伴う聴覚・言語機能の障害又は人工内耳埋込術後等

の言語聴覚機能に障害を持つ利用者に対して言語機能又は聴覚 の言語聴覚機能に障害を持つ利用者に対して言語機能又は聴覚

機能に係る活動向上訓練を行うことが必要である。 機能に係る活動向上訓練を行うことが必要である。

当該訓練により向上させた諸活動の能力については、常に看 当該訓練により向上させた諸活動の能力については、常に看

護師等により日常生活での実行状況に生かされるよう働きかけ 護師等により日常生活での実行状況に生かされるよう働きかけ

が行われることが必要である。 が行われることが必要である。

③ 理学療法、作業療法又は言語聴覚療法は、利用者の実用的な ③ 理学療法、作業療法又は言語聴覚療法は、利用者の実用的な

在宅生活における諸活動の自立性の向上のため、訓練の専用施 在宅生活における諸活動の自立性の向上のため、訓練の専用施

設外においても訓練を行うことができる。 設外においても訓練を行うことができる。

なお、言語聴覚療法を行う場合は、車椅子・歩行器・杖等を なお、言語聴覚療法を行う場合は、車椅子・歩行器・杖等を

使用する患者が容易に出入り可能であり、遮音等に配慮された 使用する患者が容易に出入り可能であり、遮音等に配慮された

部屋等を確保することが望ましい。 部屋等を確保することが望ましい。

④ 理学療法、作業療法又は言語聴覚療法を行うに当たっては、 ④ 理学療法、作業療法又は言語聴覚療法を行うに当たっては、

医師、看護職員、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等が共 医師、看護職員、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等が共

同してリハビリテーション実施計画を作成し、これに基づいて 同してリハビリテーション実施計画を作成し、これに基づいて

行った個別リハビリテーションの効果、実施方法等について評 行った個別リハビリテーションの効果、実施方法等について評

価等を行う。なお、短期入所療養介護においては、リハビリテ 価等を行う。なお、短期入所療養介護においては、リハビリテ

ーション実施計画に相当する内容を短期入所療養介護計画の中 ーション実施計画に相当する内容を短期入所療養介護計画の中

に記載する場合は、その記載をもってリハビリテーション実施 に記載する場合は、その記載をもってリハビリテーション実施

計画の作成に代えることができるものとすること。 計画の作成に代えることができるものとすること。
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⑤ 医師等リハビリテーション従事者は、理学療法、作業療法又 ⑤ 医師等リハビリテーション従事者は、理学療法、作業療法又

は言語聴覚療法を行う場合は、開始時に利用者に対してリハビ は言語聴覚療法を行う場合は、開始時に利用者に対してリハビ

リテーション実施計画の内容を説明し、記録する。 リテーション実施計画の内容を説明し、記録する。

⑥ リハビリテーションに関する記録（実施時間、訓練内容、担 ⑥ リハビリテーションに関する記録（実施時間、訓練内容、担

当者等）は患者毎に保管され、常に当該事業所のリハビリテー 当者等）は患者毎に保管され、常に当該事業所のリハビリテー

ション従事者により閲覧が可能であるようにすること。 ション従事者により閲覧が可能であるようにすること。

⑷ 個別リハビリテーション実施加算について ⑷ 個別リハビリテーション実施加算について

当該加算は、利用者に対して個別リハビリテーションを二十分 当該加算は、利用者に対して個別リハビリテーションを二十分

以上実施した場合に算定するものである。 以上実施した場合に算定するものである。

⑸ 重度療養管理加算について

① 重度療養管理加算は、要介護四又は要介護五に該当する者で

あって別に厚生労働大臣の定める状態（九十五号告示）にある

利用者に対して、計画的な医学的管理を継続的に行い、指定短

期入所療養介護を行った場合に、所定単位数を加算する。当該

加算を算定する場合にあっては、当該医学的管理の内容等を診

療録に記載しておくこと。

② 重度療養管理加算を算定できる利用者は、次のいずれかにつ

いて、当該状態が一定の期間や頻度で継続している者であるこ

と。

なお、請求明細書の摘要欄に該当する状態（九十五号告示第

十六号のイからリまで）を記載することとする。なお、複数の

状態に該当する場合は主たる状態のみを記載すること。

ア 九十五号告示第十六号イの「常時頻回の喀痰吸引を実施し

ている状態」とは、当該月において一日当たり八回（夜間を

含め約三時間に一回程度）以上実施している日が二十日を超

える場合をいうものであること。

イ 九十五号告示第十六号ロの「呼吸障害等により人工呼吸器

を使用している状態」については、当該月において一週間以

上人工呼吸又は間歇的陽圧呼吸を行っていること。

ウ 九十五号告示第十六号ハの「中心静脈注射を実施している

状態」については、中心静脈注射により薬剤の投与をされて

いる利用者又は中心静脈栄養以外に栄養維持が困難な利用者

であること。

エ 九十五号告示第十六号ニの「人工腎臓を実施しており、か

つ、重篤な合併症を有する状態」については、人工腎臓を各
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週二日以上実施しているものであり、かつ、下記に掲げるい

ずれかの合併症をもつものであること。

ａ 透析中に頻回の検査、処置を必要とするインスリン注射

を行っている糖尿病

ｂ 常時低血圧（収縮期血圧が九十mmHg以下）

ｃ 透析アミロイド症で手根管症候群や運動機能障害を呈す

るもの

ｄ 出血性消化器病変を有するもの

ｅ 骨折を伴う二次性副甲状腺機能亢進症のもの

ｆ うっ血性心不全（ＮＹＨＡⅢ度以上）のもの

オ 九十五号告示第十六号ホの「重篤な心機能障害、呼吸障害

等により常時モニター測定を実施している状態」については、

持続性心室性頻拍や心室細動等の重症不整脈発作を繰り返す

状態、収縮期血圧九十mmHg以下が持続する状態、又は、酸素

吸入を行っても動脈血酸素飽和度九十％以下の状態で常時、

心電図、血圧、動脈血酸素飽和度のいずれかを含むモニタリ

ングを行っていること。

カ 九十五告示第十六号ヘの「膀胱または直腸の機能障害の程

度が身体障害者福祉法施行規則（昭和二十五年厚生省令第十

五号）別表第五号に掲げる身体障害者障害程度等級表の四級

以上に該当し、かつ、ストーマの処置を実施している状態」

については、当該利用者に対して、皮膚の炎症等に対するケ

アを行った場合に算定できるものであること。

キ 九十五号告示第十六号トの「経鼻胃管や胃瘻等の経腸栄養

が行われている状態」については、経口摂取が困難で経腸栄

養以外に栄養維持が困難な利用者に対して、経腸栄養を行っ

た場合に算定できるものであること。

ク 九十五号告示第十六号チの「褥瘡に対する治療を実施して

いる状態」については、以下の分類で第三度以上に該当し、

かつ、当該褥瘡に対して必要な処置を行った場合に限る。

第一度：皮膚の発赤が持続している部分があり、圧迫を取り

除いても消失しない（皮膚の損傷はない）

第二度：皮膚層の部分的喪失（びらん、水疱、浅いくぼみと

して表れるもの）

第三度：皮膚層がなくなり潰瘍が皮下組織にまで及ぶ。深い
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くぼみとして表れ、隣接組織まで及んでいることも

あれば、及んでいないこともある

第四度：皮膚層と皮下組織が失われ、筋肉や骨が露出してい

る

ケ 九十五号告示第十六号リの「気管切開が行われている状態」

については、気管切開が行われている利用者について、気管

切開の医学的管理を行った場合に算定できるものであること。

⑸ 病院又は診療所における短期入所療養介護 ⑹ 病院又は診療所における短期入所療養介護

療養病床（医療法等の一部を改正する法律（平成十二年法律第 療養病床（医療法等の一部を改正する法律（平成十二年法律第

百四十一号）附則第二条第三項第五号に規定する経過的旧療養型 百四十一号）附則第二条第三項第五号に規定する経過的旧療養型

病床群を含む。以下同じ。）を有する病院、病床を有する診療所、 病床群を含む。以下同じ。）を有する病院、病床を有する診療所、

老人性認知症疾患療養病棟を有する病院における短期入所療養介 老人性認知症疾患療養病棟を有する病院における短期入所療養介

護 護

イ 指定介護療養型医療施設の病床であって、介護療養施設サー イ 指定介護療養型医療施設の病床であって、介護療養施設サー

ビスが行われるもの（以下「介護保険適用病床」という。）に ビスが行われるもの（以下「介護保険適用病床」という。）に

おける短期入所療養介護については、所定単位数の算定（職員 おける短期入所療養介護については、所定単位数の算定（職員

の配置数の算定）並びに定員超過利用、夜勤体制及び療養環境 の配置数の算定）並びに定員超過利用、夜勤体制及び療養環境

による所定単位数の減算及び加算については、本体施設と常に による所定単位数の減算及び加算については、本体施設と常に

一体的な取扱いが行われるものであり、７の⑴、⑶から⑺まで、 一体的な取扱いが行われるものであり、７の⑴、⑶から⑺まで、

⑼及び⒀を準用すること。この場合、７の⑼の準用に際しては ⑼及び⒀を準用すること。この場合、７の⑼の準用に際しては

「医師及び介護支援専門員」とあるのは、「医師」と読み替え 「医師及び介護支援専門員」とあるのは、「医師」と読み替え

るものとする。 るものとする。

ロ 医療保険適用病床における短期入所療養介護についても、夜 ロ 医療保険適用病床における短期入所療養介護についても、夜

勤体制による加算及び減算並びに療養環境による減算について 勤体制による加算及び減算並びに療養環境による減算について

は、介護保険適用病床における短期入所療養介護の場合と同様 は、介護保険適用病床における短期入所療養介護の場合と同様

に行うものとする。また、適用すべき所定単位数（人員配置） に行うものとする。また、適用すべき所定単位数（人員配置）

については、人員配置の算定上、配置されている看護職員を適 については、人員配置の算定上、配置されている看護職員を適

宜介護職員とみなすことにより、最も有利な所定単位数を適用 宜介護職員とみなすことにより、最も有利な所定単位数を適用

することとする。例えば、六十床の病棟で、看護職員が十二人、 することとする。例えば、六十床の病棟で、看護職員が十二人、

介護職員が十三人配置されていて、診療報酬上、看護職員五： 介護職員が十三人配置されていて、診療報酬上、看護職員五：

一（十二人以上）、介護職員五：一（十二人以上）の点数を算 一（十二人以上）、介護職員五：一（十二人以上）の点数を算

定している場合については、看護職員のうち二人を介護職員と 定している場合については、看護職員のうち二人を介護職員と

みなすことにより、短期入所療養介護については看護職員六： みなすことにより、短期入所療養介護については看護職員六：

一（十人以上）、介護職員四：一（十五人以上）に応じた所定 一（十人以上）、介護職員四：一（十五人以上）に応じた所定

単位数が適用されるものであること。なお、７の⑴、⑶から⑺ 単位数が適用されるものであること。なお、７の⑴、⑶から⑺



- 31 -

まで、⑼及び⒀は、医療保険適用病床の短期入所療養介護につ まで、⑼及び⒀は、医療保険適用病床の短期入所療養介護につ

いても準用する。この場合、７の⑼の準用に際しては「医師及 いても準用する。この場合、７の⑼の準用に際しては「医師及

び介護支援専門員」とあるのは、「医師」と読み替えるものと び介護支援専門員」とあるのは、「医師」と読み替えるものと

する。 する。

ハ 医師は、短期入所療養介護に係る医療行為を行った場合には、 ハ 医師は、短期入所療養介護に係る医療行為を行った場合には、

その旨を診療録に記載すること。当該診療録については、医療 その旨を診療録に記載すること。当該診療録については、医療

保険における診療録と分ける必要はないが、短期入所療養介護 保険における診療録と分ける必要はないが、短期入所療養介護

に係る記載部分に下線を引くか枠で囲む等により明確に分けら に係る記載部分に下線を引くか枠で囲む等により明確に分けら

れるようにすること。また、診療録の備考の欄に、介護保険の れるようにすること。また、診療録の備考の欄に、介護保険の

保険者の番号、利用者の被保険者証の番号、要介護状態区分及 保険者の番号、利用者の被保険者証の番号、要介護状態区分及

び要介護認定の有効期限を記載すること。なお、これらの取扱 び要介護認定の有効期限を記載すること。なお、これらの取扱

いについては、介護保険の訪問看護、訪問リハビリテーション、 いについては、介護保険の訪問看護、訪問リハビリテーション、

居宅療養管理指導及び通所リハビリテーションについても同様 居宅療養管理指導及び通所リハビリテーションについても同様

であること。なお、当該医療機関において、当該利用者に対し であること。なお、当該医療機関において、当該利用者に対し

て基本的に短期入所療養介護以外の医療を行わない場合の診療 て基本的に短期入所療養介護以外の医療を行わない場合の診療

録の記載については介護療養施設サービスの場合と同様とし、 録の記載については介護療養施設サービスの場合と同様とし、

７⑵を準用するものとする。 ７⑵を準用するものとする。

ニ 病院である短期入所療養介護事業所の人員基準欠如による所 ニ 病院である短期入所療養介護事業所の人員基準欠如による所

定単位数の減算の基準は、通所介護費等の算定方法第四号ロ⑵ 定単位数の減算の基準は、通所介護費等の算定方法第四号ロ⑵

において規定しているところであるが、具体的な取扱いは以下 において規定しているところであるが、具体的な取扱いは以下

のとおりであること。 のとおりであること。

ａ 看護職員又は介護職員の員数が居宅サービス基準に定める ａ 看護職員又は介護職員の員数が居宅サービス基準に定める

員数を満たさない場合は、他の職種の配置数とは関係なく、 員数を満たさない場合は、他の職種の配置数とは関係なく、

病院療養病床短期入所療養介護費の(Ⅲ)、病院療養病床経過 病院療養病床短期入所療養介護費の(Ⅲ)、病院療養病床経過

型短期入所療養介護費の(Ⅱ)、ユニット型病院療養病床短期 型短期入所療養介護費の(Ⅱ)、ユニット型病院療養病床短期

入所療養介護費、ユニット型病院療養病床経過型短期入所療 入所療養介護費、ユニット型病院療養病床経過型短期入所療

養介護費若しくは特定病院療養病床短期入所療養介護費又は 養介護費若しくは特定病院療養病床短期入所療養介護費又は

認知症疾患型短期入所療養介護費にあっては、当該事業所の 認知症疾患型短期入所療養介護費にあっては、当該事業所の

区分に応じ、認知症疾患型短期入所療養介護費の(Ⅰ)、(Ⅳ) 区分に応じ、認知症疾患型短期入所療養介護費の(Ⅰ)、(Ⅳ)

若しくは(Ⅴ)、認知症疾患型経過型短期入所療養介護費、特 若しくは(Ⅴ)、認知症疾患型経過型短期入所療養介護費、特

定認知症疾患型短期入所療養介護費若しくはユニット型認知 定認知症疾患型短期入所療養介護費若しくはユニット型認知

症疾患型短期入所療養介護費の(Ⅰ)若しくは(Ⅱ)の所定単位 症疾患型短期入所療養介護費の(Ⅰ)若しくは(Ⅱ)の所定単位

数に百分の七十を乗じて得た単位数が算定される。 数に百分の七十を乗じて得た単位数が算定される。

ｂ 短期入所療養介護を行う病棟において、看護・介護職員の ｂ 短期入所療養介護を行う病棟において、看護・介護職員の

員数については居宅サービス基準に定める員数を満たすが、 員数については居宅サービス基準に定める員数を満たすが、
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看護師の員数の看護職員の必要数に対する割合（以下「正看 看護師の員数の看護職員の必要数に対する割合（以下「正看

比率」という。）が二割未満である場合は、病院療養病床短 比率」という。）が二割未満である場合は、病院療養病床短

期入所療養介護費の(Ⅲ)、病院療養病床経過型短期入所療養 期入所療養介護費の(Ⅲ)、病院療養病床経過型短期入所療養

介護費の(Ⅱ)、ユニット型病院療養病床短期入所療養介護費、 介護費の(Ⅱ)、ユニット型病院療養病床短期入所療養介護費、

ユニット型病院療養病床経過型短期入所療養介護費若しくは ユニット型病院療養病床経過型短期入所療養介護費若しくは

特定病院療養病床短期入所療養介護費又は認知症疾患型短期 特定病院療養病床短期入所療養介護費又は認知症疾患型短期

入所療養介護費にあっては、当該事業所の区分に応じ、認知 入所療養介護費にあっては、当該事業所の区分に応じ、認知

症疾患型短期入所療養介護費の(Ⅰ)、(Ⅳ)若しくは(Ⅴ)、認 症疾患型短期入所療養介護費の(Ⅰ)、(Ⅳ)若しくは(Ⅴ)、認

知症疾患型経過型短期入所療養介護費、特定認知症疾患型短 知症疾患型経過型短期入所療養介護費、特定認知症疾患型短

期入所療養介護費若しくはユニット型認知症疾患型短期入所 期入所療養介護費若しくはユニット型認知症疾患型短期入所

療養介護費の(Ⅰ)若しくは(Ⅱ)に百分の九十を乗じて得た単 療養介護費の(Ⅰ)若しくは(Ⅱ)に百分の九十を乗じて得た単

位数が算定される。 位数が算定される。

ｃ 厚生労働大臣が定める利用者等の数の基準及び看護職員等 ｃ 厚生労働大臣が定める利用者等の数の基準及び看護職員等

の員数の基準並びに通所介護費等の算定方法の規定に基づき の員数の基準並びに通所介護費等の算定方法の規定に基づき

厚生労働大臣が定める地域（平成十二年厚生省告示第二十八 厚生労働大臣が定める地域（平成十二年厚生省告示第二十八

号）各号に掲げる地域（以下次のｄ及び７の⑻において「僻 号）各号に掲げる地域（以下次のｄ及び７の⑻において「僻

地」という。）に所在する病院であって、短期入所療養介護 地」という。）に所在する病院であって、短期入所療養介護

を行う病棟における看護・介護職員の員数については居宅サ を行う病棟における看護・介護職員の員数については居宅サ

ービス基準に定める員数を満たし、正看比率も二割以上であ ービス基準に定める員数を満たし、正看比率も二割以上であ

るが、医師の員数が居宅サービス基準に定める員数の六割未 るが、医師の員数が居宅サービス基準に定める員数の六割未

満であるもの（医師の確保に関する計画を都道府県知事に届 満であるもの（医師の確保に関する計画を都道府県知事に届

け出たものに限る。）においては、各類型の短期入所療養介 け出たものに限る。）においては、各類型の短期入所療養介

護費又は特定病院療養病床短期入所療養介護費若しくは特定 護費又は特定病院療養病床短期入所療養介護費若しくは特定

認知症疾患型短期入所療養介護費のうち、看護・介護職員の 認知症疾患型短期入所療養介護費のうち、看護・介護職員の

配置に応じた所定単位数から十二単位を控除して得た単位数 配置に応じた所定単位数から十二単位を控除して得た単位数

が算定される。 が算定される。

ｄ 僻地に所在する病院であって医師の確保に関する計画を都 ｄ 僻地に所在する病院であって医師の確保に関する計画を都

道府県知事に届け出ていない病院又は僻地以外に所在する病 道府県知事に届け出ていない病院又は僻地以外に所在する病

院であって、短期入所療養介護を行う病棟における看護・介 院であって、短期入所療養介護を行う病棟における看護・介

護職員の員数については居宅サービス基準に定める員数を満 護職員の員数については居宅サービス基準に定める員数を満

たしている（正看比率は問わない）が、医師の員数が居宅サ たしている（正看比率は問わない）が、医師の員数が居宅サ

ービス基準に定める員数の六割未満であるものにおいては、 ービス基準に定める員数の六割未満であるものにおいては、

病院療養病床短期入所療養介護費の(Ⅲ)、病院療養病床経過 病院療養病床短期入所療養介護費の(Ⅲ)、病院療養病床経過

型短期入所療養介護費の(Ⅱ)、ユニット型病院療養病床短期 型短期入所療養介護費の(Ⅱ)、ユニット型病院療養病床短期

入所療養介護費、ユニット型病院療養病床経過型短期入所療 入所療養介護費、ユニット型病院療養病床経過型短期入所療
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養介護費若しくは特定病院療養病床短期入所療養介護費又は 養介護費若しくは特定病院療養病床短期入所療養介護費又は

認知症疾患型短期入所療養介護費にあっては、当該事業所の 認知症疾患型短期入所療養介護費にあっては、当該事業所の

区分に応じ、認知症疾患型短期入所療養介護費の(Ⅰ)、(Ⅳ) 区分に応じ、認知症疾患型短期入所療養介護費の(Ⅰ)、(Ⅳ)

若しくは(Ⅴ)、認知症疾患型経過型短期入所療養介護費、特 若しくは(Ⅴ)、認知症疾患型経過型短期入所療養介護費、特

定認知症疾患型短期入所療養介護費若しくはユニット型認知 定認知症疾患型短期入所療養介護費若しくはユニット型認知

症疾患型短期入所療養介護費の(Ⅰ)若しくは(Ⅱ)の所定単位 症疾患型短期入所療養介護費の(Ⅰ)若しくは(Ⅱ)の所定単位

数に百分の九十を乗じて得た単位数が算定される。 数に百分の九十を乗じて得た単位数が算定される。

ｅ なお、医師の配置について、人員基準欠如による所定単位 ｅ なお、医師の配置について、人員基準欠如による所定単位

数の減算が適用される場合は、医療法施行規則（昭和二十三 数の減算が適用される場合は、医療法施行規則（昭和二十三

年厚生省令第五十号）第四十九条の規定が適用される病院に 年厚生省令第五十号）第四十九条の規定が適用される病院に

係る減算は適用されない。 係る減算は適用されない。

ホ 特定診療費については、別途通知するところによるものとす ホ 特定診療費については、別途通知するところによるものとす

ること。 ること。

ヘ 施設基準及び夜勤職員基準を満たす旨の届出並びに夜間勤務 ヘ 施設基準及び夜勤職員基準を満たす旨の届出並びに夜間勤務

等看護(Ⅰ)から(Ⅳ)までを算定するための届出については、本 等看護(Ⅰ)から(Ⅳ)までを算定するための届出については、本

体施設である介護療養型医療施設について行われていれば、短 体施設である介護療養型医療施設について行われていれば、短

期入所療養介護については行う必要がないこと 期入所療養介護については行う必要がないこと

ト 病院療養病床経過型短期入所療養介護費若しくはユニット型

病院療養病床経過型短期入所療養介護費又は認知症疾患型経過

型短期入所療養介護費については、平成二十四年三月三十一日

において、当該短期入所療養介護費を算定している場合に限り

算定できるものである。

⑹ 指定短期入所療養介護費を算定するための基準について ⑺ 指定短期入所療養介護費を算定するための基準について

イ 指定短期入所療養介護費は、施設基準第十八号に規定する基 イ 指定短期入所療養介護費は、施設基準第二十三号に規定する

準に従い、以下の通り、算定すること。 基準に従い、以下の通り、算定すること。

ａ 施設基準第十八号イに規定する指定短期入所療養介護費 ａ 施設基準第二十三号イに規定する指定短期入所療養介護費

短期入所療養介護が、ユニットに属さない療養室又は病室（以 短期入所療養介護が、ユニットに属さない療養室又は病室

下「療養室等」という。）（定員が一人のものに限る。）(｢従 （以下「療養室等」という。）（定員が一人のものに限る。）(｢従

来型個室」という。）の利用者に対して行われるものである 来型個室」という。）の利用者に対して行われるものである

こと。 こと。

ｂ 施設基準第十八号ロに規定する指定短期入所療養介護費 ｂ 施設基準第二十三号ロに規定する指定短期入所療養介護費

短期入所療養介護が、ユニットに属さない療養室等（定員が 短期入所療養介護が、ユニットに属さない療養室等（定員

二人以上のものに限る。）(｢多床室」という。）の利用者に対 が二人以上のものに限る。）(｢多床室」という。）の利用者に

して行われるものであること。 対して行われるものであること。

ｃ 施設基準第十八号ハに規定する指定短期入所療養介護費 ｃ 施設基準第二十三号ハに規定する指定短期入所療養介護費
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短期入所療養介護が、ユニットに属する療養室等（介護老人 短期入所療養介護が、ユニットに属する療養室等（介護老

保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平 人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平

成十一年厚生省令第四十号。以下「介護老人保健施設基準」 成十一年厚生省令第四十号。以下「介護老人保健施設基準」

という。）第四十一条第二項第一号イ⑶(ⅰ)又は指定介護療 という。）第四十一条第二項第一号イ⑶(ⅰ)又は指定介護療

養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成十一 養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成十一

年厚生省令第四十一号。以下「指定介護療養型医療施設基準」 年厚生省令第四十一号。以下「指定介護療養型医療施設基準」

という。）第三十九条第二項第一号イ⑶(ⅰ)、第四十条第二 という。）第三十九条第二項第一号イ⑶(ⅰ)、第四十条第二

項第一号イ⑶(ⅰ)若しくは第四十一条第二項第一号イ⑶(ⅰ) 項第一号イ⑶(ⅰ)若しくは第四十一条第二項第一号イ⑶(ⅰ)

を満たすものに限る。）(｢ユニット型個室」という。）の利用 を満たすものに限る。）(｢ユニット型個室」という。）の利用

者に対して行われるものであること。 者に対して行われるものであること。

ｄ 施設基準第十八号ニに規定する指定短期入所療養介護費 ｄ 施設基準第二十三号ニに規定する指定短期入所療養介護費

短期入所療養介護が、ユニットに属する療養室等（介護老人 短期入所療養介護が、ユニットに属する療養室等（介護老

保健施設基準第四十一条第二項第一号イ⑶(ⅱ)又は指定介護 人保健施設基準第四十一条第二項第一号イ⑶(ⅱ)又は指定介

療養型医療施設基準第三十九条第二項第一号イ⑶(ⅱ)、第四 護療養型医療施設基準第三十九条第二項第一号イ⑶(ⅱ)、第

十条第二項第一号イ⑶(ⅱ)若しくは第四十一条第二項第一号 四十条第二項第一号イ⑶(ⅱ)若しくは第四十一条第二項第一

イ⑶(ⅱ)（指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営 号イ⑶(ⅱ)（指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運

に関する基準等の一部を改正する省令（平成十七年厚生労働 営に関する基準等の一部を改正する省令（平成十七年厚生労

省令第百三十九号。以下「指定居宅サービス基準改正省令」 働省令第百三十九号。以下「指定居宅サービス基準改正省令」

という。）附則第五条第一項又は第七条第一項の規定により という。）附則第五条第一項又は第七条第一項の規定により

読み替えて適用する場合を含む。）を満たすものに限るもの 読み替えて適用する場合を含む。）を満たすものに限るもの

とし、介護老人保健施設基準第四十一条第二項第一号イ⑶(ⅰ) とし、介護老人保健施設基準第四十一条第二項第一号イ⑶(ⅰ)

又は指定介護療養型医療施設基準第三十九条第二項第一号イ 又は指定介護療養型医療施設基準第三十九条第二項第一号イ

⑶(ⅰ)、第四十条第二項第一号イ⑶(ⅰ)若しくは第四十一条 ⑶(ⅰ)、第四十条第二項第一号イ⑶(ⅰ)若しくは第四十一条

第二項第一号イ⑶(ⅰ)を満たすものを除く。）の利用者に対 第二項第一号イ⑶(ⅰ)を満たすものを除く。）の利用者に対

して行われるものであること。 して行われるものであること。

ロ ユニットに属する療養室等であって、各類型の短期入所療養 ロ ユニットに属する療養室等であって、各類型の短期入所療養

介護費の注１による届出がなされているものについては、ユニ 介護費の注１による届出がなされているものについては、ユニ

ット型介護老人保健施設短期入所療養介護費、ユニット型病院 ット型介護老人保健施設短期入所療養介護費、ユニット型病院

療養病床短期入所療養介護費、ユニット型病院療養病床経過型 療養病床短期入所療養介護費、ユニット型病院療養病床経過型

短期入所療養介護費、ユニット型診療所短期入所療養介護費又 短期入所療養介護費、ユニット型診療所短期入所療養介護費又

はユニット型認知症疾患型短期入所療養介護費を算定するもの はユニット型認知症疾患型短期入所療養介護費を算定するもの

とすること。 とすること。

⑺ 特定介護老人保健施設短期入所療養介護費、特定病院療養病床 ⑻ 特定介護老人保健施設短期入所療養介護費、特定病院療養病床

短期入所療養介護費、特定診療所短期入所療養介護費、特定認知 短期入所療養介護費、特定診療所短期入所療養介護費、特定認知

症対応型短期入所療養介護費について 症対応型短期入所療養介護費について
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① 利用対象者は、在宅において生活しており、当該サービスを ① 利用対象者は、在宅において生活しており、当該サービスを

提供するに当たり常時看護職員による観察を必要とする難病等 提供するに当たり常時看護職員による観察を必要とする難病等

を有する重度者又はがん末期の利用者を想定している。 を有する重度者又はがん末期の利用者を想定している。

② 所要時間による区分については、現に要した時間ではなく、 ② 所要時間による区分については、現に要した時間ではなく、

短期入所療養介護計画に位置づけられた内容の短期入所療養介 短期入所療養介護計画に位置づけられた内容の短期入所療養介

護を行うための標準的な時間によることとされたところであり、 護を行うための標準的な時間によることとされたところであり、

単に、当日のサービス進行状況や利用者の家族の出迎え等の都 単に、当日のサービス進行状況や利用者の家族の出迎え等の都

合で、当該利用者が通常の時間を超えて事業所にいる場合は、 合で、当該利用者が通常の時間を超えて事業所にいる場合は、

短期入所療養介護のサービスが提供されているとは認められな 短期入所療養介護のサービスが提供されているとは認められな

いものであること。したがって、この場合は当初計画に位置づ いものであること。したがって、この場合は当初計画に位置づ

けられた所要時間に応じた所定単位数が算定されるものである けられた所要時間に応じた所定単位数が算定されるものである

こと（このような家族等の出迎え等までの間の「預かり」サー こと（このような家族等の出迎え等までの間の「預かり」サー

ビスについては、利用者から別途利用料を徴収して差し支えな ビスについては、利用者から別途利用料を徴収して差し支えな

い。）。また、ここでいう短期入所療養介護を行うのに要する時 い。）。また、ここでいう短期入所療養介護を行うのに要する時

間には、送迎に要する時間は含まれないものであること。 間には、送迎に要する時間は含まれないものであること。

これに対して、短期入所療養介護計画上、六時間以上八時間 これに対して、短期入所療養介護計画上、六時間以上八時間

未満の短期入所療養介護を予定していたが、当日の利用者の心 未満の短期入所療養介護を予定していたが、当日の利用者の心

身の状況から、五時間の短期入所療養介護を行った場合には、 身の状況から、五時間の短期入所療養介護を行った場合には、

六時間以上八時間未満の短期入所療養介護の単位数を算定でき 六時間以上八時間未満の短期入所療養介護の単位数を算定でき

る。 る。

⑻ ユニットにおける職員に係る減算について ⑼ ユニットにおける職員に係る減算について

５の⑷を準用する。 ５の⑷を準用する。

⑼ 認知症行動・心理症状緊急対応加算について ⑽ 認知症行動・心理症状緊急対応加算について

２の⑼を準用する。 ２の⑼を準用する。

⑾ 緊急短期入所受入加算について

① 本加算は、介護を行う者が疾病にかかっていることその他や

むを得ない理由により短期入所が必要となった場合であって、

かつ、居宅サービス計画において当該日に短期入所を利用する

ことが計画されていない居宅要介護者に対して、居宅サービス

計画を担当する居宅介護支援事業所の介護支援専門員が、その

必要性を認め緊急に短期入所療養介護が行われた場合に算定で

きる。

② やむを得ない事情により、当該介護支援専門員との事前の連

携が図れない場合に、利用者又は家族の同意の上、短期入所療

養介護事業所により緊急に短期入所療養介護が行われた場合で
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あって、事後に当該介護支援専門員によって、当該サービス提

供が必要であったと判断された場合についても、当該加算を算

定できる。

③ 七日を限度として算定することとあるのは、本加算が、緊急

に居宅サービス計画の変更を必要とした利用者を受け入れる際

の初期の手間を評価したものであるためであり、利用開始後八

日目以降の短期入所療養介護の利用の継続を妨げるものではな

いことに留意すること。また、緊急に受入れを行った事業所に

ついては、当該利用者が速やかに居宅における生活に復帰でき

るよう、居宅介護支援事業者と密接な連携を行い、相談するこ

と。

④ 緊急利用した者に関する利用の理由、期間、緊急受入れ後の

対応などの事項を記録しておくこと。また、緊急利用者にかか

る変更前後の居宅介護サービス計画を保存するなどして、適正

な緊急利用に努めること。

⑤ 認知症行動・心理症状緊急対応加算を算定した場合には、当

該加算は算定できないものであること。

⑥ 緊急受入に対応するため、居宅介護支援事業所や近隣の他事

業所との情報共有に努め、緊急的な利用ニーズの調整を行うた

めの窓口を明確化すること。また、空床の有効活用を図る観点

から、情報公表システム、当該事業所のホームページ又は地域

包括支援センターへの情報提供等により、空床情報を公表する

よう努めること。

⑽ 若年性認知症利用者受入加算について ⑿ 若年性認知症利用者受入加算について

２の⑽を準用する。 ２の⑽を準用する。

⑾ 療養食加算 ⒀ 療養食加算について

２の⑾を準用する。 ２の⑾を準用する。

⑿ 緊急短期入所ネットワーク加算

２の⑿を準用する。ただし、①のア中「百以上」とあるのは「三

十以上」と読み替えるものとする。

⒀ サービス提供体制強化加算について ⒁ サービス提供体制強化加算について

① ２の⒁①から④まで及び⑥を準用する。 ① ２の⒁①から④まで及び⑥を準用する。

② 指定短期入所療養介護を利用者に直接提供する職員とは、看 ② 指定短期入所療養介護を利用者に直接提供する職員とは、看

護職員、介護職員、支援相談員、理学療法士、作業療法士又は 護職員、介護職員、支援相談員、理学療法士、作業療法士又は

言語聴覚士として勤務を行う職員を指すものとする。 言語聴覚士として勤務を行う職員を指すものとする。
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⒂ 介護職員処遇改善加算について

２⒂を準用する。

４ 特定施設入居者生活介護費 ４ 特定施設入居者生活介護費

⑴ その他の居宅サービスの利用について ⑴ その他の居宅サービスの利用について

特定施設入居者生活介護を受けている者の入居中の居宅サービ 特定施設入居者生活介護を受けている者の入居中の居宅サービ

スの利用については、特定施設入居者生活介護費を算定した月に スの利用については、特定施設入居者生活介護費を算定した月に

おいて、その他の居宅サービスに係る介護給付費（居宅療養管理 おいて、その他の居宅サービスに係る介護給付費（居宅療養管理

指導費を除く。）は算定しないものであること（外泊の期間中を 指導費を除く。）は算定しないものであること（外泊の期間中を

除く。）。ただし、特定施設入居者生活介護の提供に必要がある場 除く。）。ただし、特定施設入居者生活介護の提供に必要がある場

合に、当該事業者の費用負担により、その利用者に対してその他 合に、当該事業者の費用負担により、その利用者に対してその他

の居宅サービスを利用させることは差し支えないものであること。 の居宅サービスを利用させることは差し支えないものであること。

例えば、入居している月の当初は特定施設入居者生活介護を算定 例えば、入居している月の当初は特定施設入居者生活介護を算定

し、引き続き入居しているにも関わらず、月の途中から特定施設 し、引き続き入居しているにも関わらず、月の途中から特定施設

入居者生活介護に代えて居宅サービスを算定するようなサービス 入居者生活介護に代えて居宅サービスを算定するようなサービス

利用は、居宅サービスの支給限度基準額を設けた趣旨を没却する 利用は、居宅サービスの支給限度基準額を設けた趣旨を没却する

ため、認められない。なお、入居者の外泊の期間中は特定施設入 ため、認められない。なお、入居者の外泊の期間中は特定施設入

居者生活介護は算定できない。 居者生活介護は算定できない。

また、当該事業者が、入居者に対して提供すべき介護サービス また、当該事業者が、入居者に対して提供すべき介護サービス

（特定施設入居者生活介護の一環として行われるもの）の業務の （特定施設入居者生活介護の一環として行われるもの）の業務の

一部を、当該特定施設の従業者により行わず、外部事業者に委託 一部を、当該特定施設の従業者により行わず、外部事業者に委託

している場合（例えば、機能訓練を外部の理学療法士等に委託し している場合（例えば、機能訓練を外部の理学療法士等（理学療

ている場合等。）には、当該事業者が外部事業者に対して委託し 法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん

た業務の委託費を支払うことにより、その利用者に対して当該サ 摩マッサージ指圧師をいう。以下４において同じ。）に委託して

ービスを利用させることができる。この場合には、当該事業者は いる場合等。）には、当該事業者が外部事業者に対して委託した

業務の管理及び指揮命令を行えることが必要である。 業務の委託費を支払うことにより、その利用者に対して当該サー

ビスを利用させることができる。この場合には、当該事業者は業

務の管理及び指揮命令を行えることが必要である。

⑵ 個別機能訓練加算について ⑵ 個別機能訓練加算について

① 個別機能訓練加算は、理学療法士等が個別機能訓練計画に基 ① 個別機能訓練加算は、理学療法士等が個別機能訓練計画に基

づき、計画的に行った機能訓練（以下「個別機能訓練」という。） づき、計画的に行った機能訓練（以下「個別機能訓練」という。）

について算定する。 について算定する。

② 個別機能訓練加算に係る機能訓練は、専ら機能訓練指導員の ② 個別機能訓練加算に係る機能訓練は、専ら機能訓練指導員の

職務に従事する理学療法士等を一名以上配置して行うものであ 職務に従事する理学療法士等を一名以上配置して行うものであ

ること。 ること。

③ 個別機能訓練を行うに当たっては、機能訓練指導員、看護職 ③ 個別機能訓練を行うに当たっては、機能訓練指導員、看護職


